
工事番号：26-36270-0062 

工 事 名：ため池整備 0801 工事 

地 区 名：道山池地区 

 

 

 

特 記 仕 様 書 
（当初） 

 

 

１ 仕様書 

本工事は、下記の共通仕様書によるほか、この特記仕様書により施工するものとする。 

（１）福島県農林水産部『共通仕様書〔農林水産土木工事編〕（令和８年４月１日改正）』 

（２）福島県土木部『共通仕様書 土木工事編Ⅰ（令和 8年 6月１日版）』 

（３）福島県土木部『共通仕様書 土木工事編Ⅱ（令和 7年 10 月１日版）』 

（４）福島県土木部『共通仕様書 土木工事編Ⅲ（令和 7年 10 月１日版）』 

 

 

２ 図面 

別添「設計図面」のとおり 

 

３ 参考図書 

下記の図書は、参考図書とする。 

（１）金額抜き設計書（工事副本用設計書） 

（２）参考図面 

 

４ 協議書面 

設計図書に基づき監督員が受注者に指示した書面及び受注者が提出し監督員が承諾した書面は、

設計図書とする。 

 

５ その他 

第２章～第５章に記載した内容について、HP 参照とあるものについては、具体の内容を福島県

農林技術課ホームページに掲載しているので、必ず確認すること。 

   ※福島県ホームページ＞組織でさがす＞農林技術課＞特記仕様書関係 

 

 

福島県いわき農林事務所 
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第１章 工事内容 

１ 位  置 

 福島県いわき市勿来町窪田道山地内 

２ 工事概要 

 ため池改修工 一式 

 

第２章 東日本大震災の復旧・復興工事に関する条件 

別紙「特記仕様書（施工条件等）」のうち、該当する項目は☑としている。 

第３章 複数の地区等を一括して発注する工事及び同一地区内で施工箇所が点在する工事 

別紙「特記仕様書（施工条件等）」のうち、該当する項目は☑としている。 

第４章 建設業の働き方改革及び職場環境改善に関する条件 

別紙「特記仕様書（施工条件等）」のうち、該当する項目は☑としている。 

第５章 積算及び施工に関する条件   

別紙「特記仕様書（施工条件等）」のうち、該当する項目は☑としている。 

 

第６章 総 則 

１ 施工に影響のある事項に関すること 

  本工事は、下記の条件により行うこと。なお、現場条件等により、これにより難い場合は監督員

と協議すること。 

項目 施工条件等 備考 

工事地内の電柱等の 

移設 

移転数：電力柱１本、NTT柱１本 

移設時期：令和８年10月中旬までに移設完了見込み 

施工条件：堤体工及び洪水吐工は移設完了後に着手する

こと 

 

施工時期 時期：通年 

施工条件：かんがい期(4月～9月)においては仮締切工で

営農用水を貯水しながら施工すること 

 

２ 工事用地に関すること 

本工事のための工事用地は、下記のとおりとする。 

用途 場所・範囲等 備考 

作業ヤード 勿来町窪田道山113 福島県で借地 

３ 中間検査に関すること 

本工事の中間工程で行う検査は、下記のとおりとする。 

検査項目 検査時期 備考 

堤体土工 堤体盛り立て施工中  

取水塔形式洪水吐工（底樋） 底樋完成後  
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４ 監督員確認に関すること 

監督員による段階確認は共通仕様書によるものほか、必要に応じ適宜実施する。 

５ 工事の履行報告に関すること 

工事着工後、履行状況を毎月 25 日までに監督員に提出すること。 

６ 建設副産物に関すること 

現場内で発生した建設副産物は、下記により処理すること。なお、処理施設は指定するものでは

ない。 

※ 処理施設については積算上の条件明示であり、施設を指定するものではない。なお、発注者の

提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。ただし、現場条件や数量の変更

等、受注者の責によるものでない事項についてはこの限りではない。 

７ 建設発生土に関すること 

建設発生土の処理は、下記により現場外へ搬出するものとする。 

受注後、搬出場所や受け入れ費用に変更の必要が生じた場合は、協議により変更すること。協議

時には、変更する搬出先が都市計画法（開発許可）、森林法（林地開発）、砂防法、急傾斜地崩壊

防止法および盛土規制法（改正宅地造成等規制法）などの諸法令違反ではないことのわかる資料を

監督員に提出すること。 

残土受入地に処理する場合は、残土処理後の最終形状、数量計算書、写真及び運搬距離等の資料

を監督員に提出すること。 

搬出場所 運搬距離 その他 

(残土受入地) 

いわき市遠野町上根本 

約19ｋｍ  

８ 仮設工法に関すること 

本工事の仮設工は任意仮設とする。 

９ 工事名標示板に関すること 

本工事は、県産木材を利用した工事名標示板を２基設置すること。 

10 その他 

(１) 施工に際し、既設構造物、既存の道路に損害を与えないよう充分注意すること。損害を与えた

場合は、受注者の責任で補修すること。 

(２) 本仕様書に定めのない事項、または工事の施工にあたり疑義が生じた場合は、監督員と協議す

ること。 

 

建設副産物名 処理方法 積算上の処理施設(※) 

コンクリート殻 

（有筋） 

(再資源化・中間・最終)施設へ

搬入 

(株)大三興業小名浜事業所 

廃プラスチック類 (再資源化・中間・最終)施設へ

搬入 

常光サービス(株) 
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(３) 受注者は、工事施工に当たっては、効率的な施工に配慮しつつ、東日本大震災による被災者及

び避難者や近年発生した台風及び豪雨被害の被災地域における被災農林漁家の就労希望者を優先

的に雇用するよう努めるものとする。 

   なお、被災農林漁家の雇用実績等を把握するために、以下の調査が行われる場合、受注者はこ

れに協力すること。 

  ア 工事着手時点における雇用見込み人数 

  イ 月ごとの雇用実績人数 

 

第７章 材 料 

１ 一般資材 

本工事で使用する材料は、設計図面に示すもののほか、下記による。 

種別・材料名 記号・品種・規格等 備考 

生コンクリート 21-12-25-55%BB 取水塔、止水壁、合流桝 

   〃 18-8-40-60%BB 基礎・均しコンクリート 

２ 再生材 

本工事で使用する砕石は、原則として再生材を使用すること。 

３ 購入土 

（１）受注者は、工事で購入土を使用する場合は、書面等により法令に定める許可・届出等について

監督員の確認を受けなければならない。 

（２）刃金土及び土羽土、さや土は購入土とする。その条件は下記のとおりとし、品質証明資料を監

督員に提出して承認を得ること。 

なお、本工事で使用する刃金土及び土羽土は下記の土取場から採取することを想定している。 

材料名 規格等 使用箇所 備考 

刃金土 

土羽土 

 

粘着力(c) 11kN/㎡ 程度 

内部摩擦角(φ) 33°程度 

透水係数(k) 4.3×10⁻６cm/s 以下 

堤体 

(遮水性ゾ

ーン) 

土取場 

いわき市瀬戸町横道27-2 

瀬戸砕石株式会社 

さや土 粘着力(c) 3kN/㎡ 程度 

内部摩擦角(φ) 35°程度 

透水係数(k) 5.0×10⁻4cm/s 程度 

堤体 

(半透水性

ゾーン) 

 

裏込め材 

(砂) 

土地改良事業設計指針「ため池整

備」（平成27年5月版）P60による 

法先ドレー

ン(フィル

タ材) 

 

 

第８章 設計変更 

１ 以下の項目は、設計変更の対象とする。 

（１） 任意仮設において、当初明示した条件に変更がある場合 
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（２）再生材の入手が困難である場合 

再生材販売所の証明等を添付して監督員に協議を行うこと。協議により入手困難が確認された

場合は、新材に設計変更を行う。 

（３）土取場及び土捨場の指定場所に変更が生じた場合 

監督員と協議の上、設計変更を行う。また、設計条件を満足する土質か否かを判断する試

験についても設計変更を行う。 

（４）監督員が施工中に土質試験を指示する場合 

 発注者側で本来実施し、条件として指示する試験(例えば土取り場の室内試験や、設計変更の基

礎資料とする試験)は、設計変更を行う。 

注）共通仮設費率に含まれている試験は除く 

（５）現場条件等により施工方法に変更がある場合は条件に応じ設計変更を行う。 

（６）工期に変更が生じる場合、契約変更を行う。 

２ 以下の項目は、設計変更の対象としない。 

（１）設計図書に条件明示のない事項において、発注者と「協議」を行わず、受注者が独自に判断し

て施工を実施した場合 

（２）発注者と「協議」しているが、協議の回答がない時点で施工を実施した場合 

（３）承諾で施工した場合 

（４）工事請負契約約款・土木工事共通仕様書に定められている所定の手続きを経ていない場合 

（５）正式な書面によらない事項の場合 

３ 中東情勢の変化等による建設資材の流通状況を踏まえた設計変更 

（１）本工事は、供給の偏りや流通の目詰まりにより入手が困難となっているナフサを由来とする建

設資材（以下、「調達検討資材」）の調達に必要となる経費（以下、「別途調達経費」）につい

て、設計変更を行う対象工事である。 

（２）受注者は、調達検討資材について別途調達経費が必要となる場合には、事前に監督員と協議す

るものとする。 

（３）受注者は、別途調達経費に係る証明書類（実際の取引伝票等）を監督員に提出するものとし、

その別途調達経費については設計変更の対象とする。 

 

第９章 施 工 

１ 堤体土工 

（１）堤体掘削の際は掘削面の崩壊等により、事故が起きないよう地山の掘削作業主任者が作業前

に点検し、記録を行い、安全確認した後に施工すること。法面の崩落の恐れが認められる場合

は速やかに監督員と協議すること。 

（２）掘削は、図面に従い必要な幅で堀下げること。過掘になった場合には刃金土と同等の土で埋

戻し、沈下が生じないように十分に転圧を行うこと。 

（３）堤体盛土の一層の仕上り厚さは、T=20cm 以下で施工すること。 

（４）余盛の材料は、雨水による浸食が生じ難い材料とすること。 

（５）ため池天端の出来高管理は余盛り堤頂部とし、中央及び両肩の３点の管理を行うこと。 
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（６）採取土の利用計画を施工計画書に記載すること。 

（７）以下に示す堤体工に係る品質管理試験、着手前の材料確認試験は共通仮設費率に含まれてい

る。 

  なお、堤体盛土材料が変化した場合等の追加材料試験や品質管理基準の試験回数を超える試験

費用については、設計変更を行う。 

試験項目 
盛土の 

品質管理 

材料の 

品質管理 
試験回数等 

土の締固め試験  ◯ 着手前1回 

土粒子の密度試験  ◯ 着手前1回 

土の含水比試験 ◯ ◯ 着手前1回 

現場密度試験 ◯  品質管理基準による 

土の粒度試験  ◯ 着手前1回 

（８）施工中の品質管理に必要な試験は、共通仕様書（農林水産土木工事編）に基づき行うこと。 

（９）堤体盛土材料は指定した土取場から採取し、盛土材料が変化した場合は材料試験を実施し、

監督員と協議すること。 

２ 取水塔形式洪水吐工 

（１） 基礎部については、平板載荷試験により地盤の支持力を確認の上、施工すること。なお、必

要な支持力が得られないと想定される場合は、基礎処理の方法について事前に監督員と協議

すること。 

（２）平板載荷試験の試験箇所及び回数は監督員と協議の上、行うこと。 

（３）岩着面及び構造物と接する面については、刃金土を水に溶かしたものを塗布するか、コンタ

クトクレイ（泥団子）を打付けること。 

 

第１０章 施工管理基準 

１ 工事数量 

 図面等に表示された数量、規格及び施工方法のうち、下記の事項については、受注者の施工手段を

拘束するものではない。 

（１） 出来形を求めない土工数量（土砂等の掘削量、埋戻し量、締固め土量、および運搬量等） 

（２） 工事に使用する施工機械の規格（別に定めのある場合を除く） 

（３） 任意仮設に関する数量 

２ 出来高基準 

出来高管理については「共通仕様書（農林水産土木工事編）」によるものとするが、これにより難

い場合は監督員と協議すること。 

 

３ 品質管理 

品質管理については「共通仕様書（農林水産土木工事編）」によるものとするが、これにより難い

場合は監督員と協議すること。 
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備考

4. 10%

0. 92%

2 HP参照

HP参照

4 HP参照

HP参照

6 HP参照

条件

労働者宿舎を 設
置・ 撤去する 場合
の設計変更

項目

避難指示区域内に
おける 特殊勤務手
当等

　 本工事は、 「 避難指示区域内における 工事に従
事する 労働者の放射線障害防止措置」 の対象工事
である 。

避難指示区域内に
おける 工事に従事
する 労働者の放射
線障害防止措置

3

資材名 規格 調達地域等

生コ ン ク リ ート

　 遠隔地等から 建
設材を 調達する 場
合の設計変更

工事現場等の放射線量環境について

5 汚染状況重点調査
地域における 工事
に従事する 労働者
の放射線障害防止
措置

数量

1． 本工事は、 「 汚染状況重点調査地域における 工
事に従事する 労働者の放射線障害防止措置」 の対
象工事である 。
2． 本設計書においては、 下記の項目について共通
仮設費の安全費及び一括計上価格に積上計上し て
いる 。

コ ン ク リ ート 用骨材

18-8-40-60%BB、 21-12-25( 20) -55%BB U( いわき 1) 、 V( いわき 2)

計測日

　 本工事は、 避難指示区域内における 特殊勤務手
当等によ り 労務費の割増を行う 工事である 。

労働者確保に関す
る 積算方法の試行
工事

1

計上項目

特記仕様書（ 施工条件等）

（ 当該工事現場の放射線量環境の事前調査結果について）

　 本工事は、 「 労働者確保に関する 積算方法の試
行工事」 の対象工事である 。

HP参照

25～5mm U( いわき 1) 、 V( いわき 2)

第２ 章　 東日本大震災の復旧・ 復興工事に関する 条件
内容

・ 共通仮設費( 率分) に占める 実績変更対
象間接費（ 労働者送迎費、 宿泊費、 借上
費） の割合

・ 現場管理費に占める 実績変更対象間接
費（ 募集及び解散に要する 費用、 賃金以
外の食事、 通勤等に要する 費用） の割合

　 本工事は、 「 労働者宿舎を設置・ 撤去する 場合
の設計変更」 の対象工事である 。

　 本工事は、 「 遠隔地等から 建設資材を 調達する
場合の設計変更」 の対象工事である 。
次の資材については、 以下の調達地域等から 調達
する こ と を想定し ている 。

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし
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備考

1 HP参照

HP参照

HP参照

施工箇所

工区名 施工箇所

工事概要

同一地区内で施工
箇所が点在する 工
事と 単独工事の合
冊工事の場合

　 本工事は、 「 同一地区内で施工箇所が点在する
工事」 と 単独工事の合冊工事である 。
　 ま た、 〇〇地区は「 同一地区内で施工箇所が点
在する 工事」 である 。
　 なお、 本工事は、 工種区分〇〇と し て費用を算
出し ている 。

地区名等 工事概要 監督員　 職・ 氏名

2 同一地区内で施工
箇所が点在する 工
事

　 本工事は、 「 同一地区内で施工箇所が点在する
工事」 であり 、 共通仮設費及び現場管理費につい
て標準積算と 施工実態の乖離が想定さ れる ため対
象工区ごと に共通仮設費及び現場管理費を算出す
る 工事である 。
　 なお、 本工事は、 工種区分〇〇と し て費用を算
出し ている 。

工区名

3

第３ 章　 複数の地区等を一括し て発注する 工事
　 　 　 　 及び同一地区内で施工箇所が点在する 工事

項目 条件 内容

複数の地区等を一
括し て発注する 工
事

　 本工事は、 施工箇所が複数にわたる 工事であ
り 、 対象地区ごと に共通仮設費及び現場管理費を
算出する 合冊工事である 。
　 なお、 本工事は、 工種区分〇〇と し て費用を算
出し ている 。

施工箇所地区名等 工事概要 監督員　 職・ 氏名

あり なし

あり なし

あり なし

なし

なしなし
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備考

1 HP参照

2 HP参照

3 HP参照

HP参照

5 HP参照

準備期間

日　

7 HP参照

8 HP参照

第４ 章　 建設業の働き 方改革及び職場環境改善に関する 条件
項目 条件 内容

情報共有シス テム
及び遠隔臨場に関
する こ と

　 本工事は、 情報共有シス テム及び遠隔臨場活用
の対象工事である 。
　 遠隔臨場は「 農林水産部における 工事現場等の
遠隔臨場に関する 試行要領」 に基づく こ と 。
　 実施でき ない特段の理由等がある 場合は、 受発
注者間の協議を行ったう えで実施の可否を決定す
る 。

I CT活用工事 1． 本工事は、 「 福島県農林水産部Ｉ Ｃ Ｔ 活用工事
試行要領」 に基づき 、 起工測量、 設計図書の照
査、 施工、 出来形管理、 検査及び工事完成図や施
工管理の記録及び関係書類について３ 次元データ
を活用する 「 Ｉ Ｃ Ｔ 活用工事」 の対象工事であ
る 。
2． 受注者は試行要領に定める 事項について遵守し
なければなら ない。
3． 本工事の発注方式は
（ 　 受注者希望型・ 発注者指定型　 ） である 。

建設キャ リ アアッ
プシス テム活用工
事

1． 本工事は「 福島県農林水産部発注工事における
建設キャ リ アアッ プシス テム活用工事実施要領」
の対象工事である 。
2． 受注者は実施要領に定める 事項について遵守し
なければなら ない。
3． 本工事の発注方式は
（ 　 受注者希望型・ 発注者指定型　 ） である 。

4 週休２ 日確保工事

6 建設資材や労働者
等の準備期間を設
定でき る 工事（ 準
備期間確保工事）

　 本工事は、 準備期間確保工事であり 、
受注者は契約締結日から 準備期間内に着
工日を 任意に設定でき る 工事である 。

全ての工事
が対象

現場環境改善費に
関する こ と

　 本工事は、 工事現場における 周辺住民の生活環
境への配慮及び一般住民への建設事業の広報活
動、 現場労働者の作業環境の改善を図る など の現
場環境の改善に取り 組む工事である 。

HP参照

快適ト イ レ の設置
に関する こ と

1． 本工事は、 『 農林水産部発注工事における 週休
２ 日確保モデル工事」 試行要領』 の対象工事であ
る 。
2． 受注者は試行要領に定める 事項について遵守し
なければなら ない。
3． 本工事の発注方式は
（ 　 受注者希望型・ 発注者指定型　 ） である 。

受注者が施工時期
を選択でき る 工事
( フ レ ッ ク ス 工事)

　 本工事は、 施工時期を 選択でき る フ レ ッ ク ス 工
事であり 、 受注者は発注者が示し た工期ま での間
で、 工期の始期及び終期を任意に設定でき る 工事
である 。

　 本工事は、 快適ト イ レ 設置の対象工事であり 、
当初よ り 費用を計上し ている 。

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

なし
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備考

2 HP参照

3 HP参照

12. 86%

3. 02%

5 HP参照

6 安衛則
575の9
～16

１ 日未満で完了す
る 作業の積算【 農
業農村整備事業】

　 本工事は、 「 １ 日未満で完了する 作業の積算」
の対象工事である 。

工事中の安全確保
に関する こ と 【 主
に森林土木事業】

　 本工事は、 崩壊土砂流出危険地区（ 土木部所管
は、 土石流危険渓流） 内の施工である こ と から 、
受注者は「 労働安全衛生規則」 に基づき 、 施工計
画書にその対策・ 方針等を記載する こ と 。 ま た、
土石流に関する 教育や避難訓練等を 実施し 、 その
記録を ３ 年間保存する こ と 。

4 運搬費及び準備費
の設計変更【 農業
農村整備事業】

　 本工事は、 「 運搬費及び準備費の設計変更」 の
対象工事である 。

HP参照

・ 共通仮設費( 率分) に占める 運搬費の実
績変更対象経費（ 建設機械の運搬に要す
る 費用） の割合

・ 共通仮設費( 率分) に占める 準備費の実
績変更対象経費（ 伐開・ 除根・ 除草に要
する 費用） の割合

「 総合評価方式における 技術提案事項の実施計
画」
（ １ ） 技術提案１
① 施工（ 実施） 方法
② 管理方法等
③ その他必要事項
（ ２ ） 技術提案２
① 施工（ 実施） 方法
② 管理方法等
③ その他必要事項
（ ３ ） 技術提案３
① 施工（ 実施） 方法
② 管理方法等
③ その他必要事項

熱中症対策に関す
る 現場管理費補正
試行工事

　 本工事は、 「 熱中症対策に関する 現場管理費補
正試行要領」 の対象工事である 。

猛暑によ る 作業の
休止

本工事は、 猛暑によ り 作業を 休止し た期間を工期
延伸の対象と する こ と ができ る 工事である 。

第５ 章　 積算及び施工に関する 条件
項目 条件 内容

1 「 総合評価方式
（ 標準型・ 簡易
型） における 技術
提案書に記載さ れ
た事項の実施
状況」 の確認につ
いて

　 総合評価方式において、 受注者が技術提案書に
記載し た事項の具体的な実施方法等を、 下記の通
り 施工計画書に「 総合評価方式における 技術提案
事項の実施計画」 と し て記載し 、 提出し なければ
なら ない。
なお、 施工計画書への記載については、 「 土木工
事共通仕様書 Ⅰ編 １ －１ －７ 施工計画書（  １ ６
） その他」 に含めて記載する こ と 。

HP参照

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

ありあり なし
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備考項目 条件 内容

8

9

10 別紙
「 ユニ
バーサ
ルデザ
イ ン方
針表」
参照

11

ふく し ま 農山村ユ
ニバーサルデザイ
ンの手引き に基づ
く 基本方針

　 本工事では、 「 ユニバーサルデザイ ン方針表」
に該当する も のについて、 ユニバーサルデザイ ン
に配慮し た施工を行う こ と 。

ふく し ま ＭＥ （ メ
ンテナンス エキス
パート ） 資格取得
者の現場活用につ
いて

　 ふく し ま ＭＥ 資格取得者を 現場代理人ま たは主
任（ 監理） 技術者と し て配置し た場合は、 施工計
画書にその旨明記する こ と 。

検体 検体

建築物又は工作物
の解体に関する こ
と

　 石綿障害予防法規則に基づき 、 解体等の作業に
おける 保護具の装着、 湿潤を 保つ措置を 行う 費
用、 石綿の使用の有無を分析によ っ て調査し た場
合に要する 費用については、 当初積算では計上し
ていないため、 それら に要し た費用について、 監
督員と 協議の上、 設計変更の対象と する 。
ま た、 石綿の使用の有無を分析によ って調査する
場合の工期の変更についても 、 契約約款の関係条
項に基づき 適切に変更する も のと する 。

工種 工法 配合設計段階 施工後段階

検体 検体

特定有害物質の調
査に関する こ と 　 農用地への土壌汚染物質の流入（ ま たは拡散）

の防止を図る ため、 下記によ り 調査する こ と 。
1． 分析試料は、 土取場（ 購入土含む） 及び土質の
変化ごと １ 検体と する 。
2． 分析項目は「 農用地の土壌の汚染防止等に関す
る 法律施行令」 （ 昭和46年政令第204号第2条第2
項） の規定に基づき 、 土壌中の特定有害物質３ 項
目（ 銅、 ヒ 素及びカド ミ ウ ム） と する 。 ま た、 分
析方法は、 同法令を準用する こ と 。

7 改良土等の六価ク
ロ ム溶出試験に関
する こ と

　 セメ ント 及びセメ ント 系固化材を 使用する 場合
は、 六価ク ロ ム溶出試験（ ま たはタ ンク リ ーチン
グ試験） を行い、 試験結果（ 計量証明書） を監督
員に提出する こ と 。
　 なお、 試験方法は、 「 セメ ント 及びセメ ント 固
化剤を 使用し た改良土等の六価ク ロ ム溶出試験要
領」 によ る こ と 。 ま た、 土質条件、 施工条件等に
よ り 試験方法、 検体数に変更が生じ た場合は、 監
督員と 協議する こ と と し 、 設計変更の対象と す
る 。

六価ク ロ ム 溶出試験対象工種及び検体数

工種

検体 検体

工法 配合設計段階 施工後段階

検体 検体

タ ン ク リ ーチン グ試験対象工種及び検体数

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし
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備考項目 条件 内容

12

14 HP参照

15

16 再生資源利用計画
書

　 受注者は、 コ ンク リ ート 、 コ ンク リ ート 及び鉄
から 成る 建設資材、 木材、 アス ファ ルト 混合物等
を工事現場に搬入する 場合には、 法令等に基づ
き 、 再生資源利用計画書を作成し 、 施工計画書に
含め監督員に写し を提出し なければなら ない。
　 ま た、 受注者は、 法令等に基づき 、 再生資源利
用計画を工事現場の公衆が見やすい場所に掲げな
ければなら ない。

工種 機種 規格

改良方法 再生利用用途 改良目標（ 国交省令の土質区分基準）

舗装の切断作業時
に発生する 排水の
具体的処理

 受注者は、 舗装切断作業に伴い発生する 排水につ
いて、 適正に処理を行う こ と 。

建設汚泥（ 泥土）
の処理に関する こ
と

1． 汚泥（ 泥土） は、 下記によ り 改良を 行い再利用
する こ と 。
2． 改良材料等の種類や添加量については、 設計図
書によ る も のと する が、 受注者は各種試験を行
い、 改良目標が得ら れる よ う な添加量を 検討し 、
監督員と 協議する こ と 。 なお、 監督員の承諾が得
ら れ、 添加量が当初設計と 異なる 場合は、 変更設
計の対象と する 。
3． 改良土の品質管理及び改良土を使用し た施工の
施工管理基準は、 設計図書によ る も のと する が、
設計図書に示さ れていない場合は、 監督員と 協議
する こ と 。

緑化・ 植栽工に係
る 契約内容の不適
合に関する こ と

　 発注者によ る 竣工検査後の植生状況確認を実施
する 。 確認方法及び確認時期については、 監督員
と 協議し 決定する 。

13 自然環境への配慮
に関する こ と

　 工事の施工にあたり 、 下記のと おり 自然環境に
配慮する こ と 。

動植物名 生育場所 対策の内容

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし

あり なし
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備考項目 条件 内容

17 HP参照

18 交通誘導
警備員数

延べ人数

1人 7人

19

20 HP参照

21

取得補償時の立木
伐採について【 森
林土木事業】

　 取得補償に係る 立木伐採等については、 別紙
「 取得補償時の立木伐採等に係る 特記仕様書」 に
よ る も のと する 。

国土強靱化関連事
業における 工事看
板の取扱いについ
て

　 本工事は、 工事看板に国土強靱化の関連工事で
ある こ と を記載する 工事である 。

　 【 農業農村整備事業】
　 【 森林整備保全事業】

再生資源利用促進
計画書

1． 受注者は、 建設発生土、 コ ンク リ ート 塊、 アス
フ ァ ルト ・ コ ンク リ ート 塊、 建設発生木材、 建設
汚泥ま たは建設混合廃棄物等を工事現場から 搬出
する 場合には、 法令等に基づき 、 再生資源利用促
進計画書を作成し 、 施工計画書に含め監督員に写
し を提出し なければなら ない。
　 ま た、 受注者は、 法令等に基づき 、 再生資源利
用促進計画を 工事現場の公衆が見やすい場所に掲
げなければなら ない。
2． 受注者は、 建設発生土の搬出先について、 事前
に当該工事の搬出先が盛土規制法など 各種法令の
許可状況等を 満たし ている か確認し 、 その結果を
再生資源利用促進計画の添付資料と し て、 工事現
場の公衆が見やすい場所に掲げなければなら な
い。
（ ※現場掲示例は、 農林技術課HP参照のこ と ）
3． 受注者は、 建設発生土の搬出先に受領書（ 又は
受領証明書） の交付を 求め、 写し を 完成図書に添
付し なければなら ない。
（ ※受領証明書（ 又は受領証明書） の記載例につ
いては、 農林技術課HP参照のこ と ）

　
交通安全対策に関
する こ と

　 工事の施工にあたり 、 別添
図面のと おり 交通誘導警備員
を配置する も のと し 、 一般交
通等に支障を およ ぼさ ないよ
う 十分注意し て施工する も の
と する 。 なお、 別添図面によ
り 難い場合は監督員と 協議す
る こ と 。

環境負荷低減への
取組

1． 受注者は省エネルギーの観点から 、 現場事務所
や工事車両・ 機械など の電気、 燃油の使用量の削
減を積極的に推進する も のと する 。
2． 受注者は、 使用する 資材（ 材料及び機材を含
む。 ） の梱包及び容器について、 可能な限り 簡易
であっ て、 再生利用の容易さ 及び廃棄時の負荷低
減に配慮さ れたも のの使用を 積極的に推進する も
のと する 。
3． 受注者は、 工事の実施に当たっては、 「 環境と
調和のと れた食料シス テムの確立のための（ 令和
４ 年法律第 37 号） 環境負荷低減事業活動の促進
等に関する 法律」 を遵守する も のと する 。

あり なし

あり なし

あり なし

あり なしなし

あり なし
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